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（2012 年 10 月 23 日講演） 

 

１．日本的医療産業モデルの構築とその国際展開に向けて 

 東京医科歯科大学大学院教授 川渕孝一主査 

 

 

 

2003年度の「翔け！日本の医療産業」

は、私が主査で委員長が NTTドコモの大

星相談役。大星委員長は、非常にはっき

り物を言う方で、「川渕さん、どれだけ

立派なレポートを書いても実現できな

いものでは意味がないよ」と言われたこ

とが記憶に残る。 

2010 年度の「ロボット技術が拓く豊

かな未来」は、福川委員長の力作。先

程もロボットの話が出たが、私もこれ

からの日本を変えるものと考えており

本委員会でも取り上げてみたい。 
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2011 年度の「提言：日本医療改革」

は、3.11 を受けて、居ても立ってもお

られなくなり、復興をきっかけとした医

療再生を考えたもの。 

詳細は、報告書をご覧頂きたいが、メ

ンタルの話もある。日本経済新聞にも

「中小企業健保では、精神疾患の会社員

への給付が最多」という記事があった

が、企業で「うつ」の方が多い。 

そこで社会の生産性を上げるために

復職支援センターのようなものを作っ

てはどうか、というのが髙橋委員の意

見。 

他にも被災地で気持ちが暗くなって

いる方々への支援にもなるのではない

か等いろいろ考えた。 

放医研の辻井先生にも加わって頂き、

重粒子治療にからめ原子力にも明と暗

の部分があるということをお話し頂い

た。 

日本では、事故が起こると袋叩きにな

りがちだが、物事には必ず明と暗、ポジ

ティブ・ネガティブ両面があって、原子

力を本当にこのまま捨てていいのかど

うか。 

アドバイザーには、井村先生に入って

頂き、ご多忙のところ２回来て頂いた。

井村先生の資料から引用したが、”阪神

大震災は大きな教訓であり、反面教師の

部分もある。例えば、商業生産高は 17

年経った現在でもまだ 69％、港湾も

82％の回復。所得水準は 17 年前と拮抗

してきたとはいえ、地場産業、特にケミ

カルシューズなどは戻っていない”。 

よく言われることだが、スピード感が

必要なこと、復旧ではなく復興が必要と

いうことが見てとれる。 
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先日、神戸・ポートアイランドの医療

産業都市による経済効果を分析。産業連

関表ベースの大くくりではあるが、経済

波及効果は 1,041 億円、市の税収は 35

億円とみている。市の支出は 34億円で、

なんとか均衡するところまで来て神戸

市としてもまずまずという状況だが、所

謂産業化にはまだまだ至っていないと

いうのが実情。 

 

 

 

 

一方、関西全体の経済効果は 2,223

億円と推測。「石油を掘れば周りのホテ

ルも繁盛する」と言ったのは、ロックフ

ェラーだが、ポートピアでも様々な学会

が開かれたりホテルが繁盛。こういうと

ころは関西人の智恵とでも言うべきか、

鶴見など関東の特区ではなかなか実現

していない。スパコン「京」の効果や創

薬、今話題のｉＰＳ細胞の山中教授も神

戸大学出身で現在は京都大学で、これら

がこれから絡めば更なる経済効果も期

待できるとも。 

 

言い尽くされているが、高齢化の進行

は日本のみならず韓国や中国でも同様

の問題である。 

 

 

 

外資系医療機器メーカーの依頼で、韓

国で 500人の前で講演する予定だが、韓

国は、日本より高齢化のスピードが速

い。 
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仁川空港など「韓国が日本を超えた」

という話をよく聞くが、韓国も今後が大

変。中国も 13 億の民が物凄い勢いで高

齢化しており、中国は、日本をある意味

で参考に、ある意味では反面教師にする

筈。韓国は、1989 年に国民皆保険制度

を開始したが、1961 年に始めた日本を

相当真似した。中国は、2009 年に開始

したが、その際は中国がかなり日本の制

度を参考にしたと思う。 

 

 

中韓に先行していた日本だが、今は本

当に”崖っぷち”である。”失われた

20年”と言うが、20年前は歳入 66兆円

のうち税収が 58 兆円もあり、国債は 6

兆円ほど。それが 20年後には歳入は 92

兆円だが税収は 41 兆円のみで残りは国

債。特例公債法が通らないため赤字国債

も発行できず、私の給料も既に 4月１日

から復興財源のため 10 ポイント減額さ

れているのだが、今後どうなることか。 

歳出では、本当に必要なところに支給

されているのかという議論もあるが、社

会保障が 31％まで増加。 

 

韓国と日本を比較すると、やはり日本

はカバレッジの気前が良過ぎる。韓国は

国民皆保険を始めたものの、ＭＲＩも給

付対象外と慎重。 
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将来不安解消への社会保障充実が必

要と厚生労働省は言うが、経産省は、そ

の前に経済成長が大事だと言う。どちら

が先と言うことではなく、良い循環を何

とか作りたいというのが、この委員会の

主眼である。 

 

 

 

 

 

日本経済新聞にも医療費の将来増に

関する記事があったが、これはマッキン

ゼーの分析。医療費の増加は、日本だけ

ではなく、その要因は、高齢化よりも技

術革新、経済成長が大。豊かになれば

QOLと言うか、伊藤委員が言われたよう

なゴルフをしながら治療も、重粒子で痛

くない治療を、という欲求は人間の根源

的なもので、その要望に対して技術革新

を図ることが医療の一つの醍醐味でも

あり、だからこそ小松委員の話ではない

が、企業も相当な投資をしてきた。 

そのファイナンスは、保険料負担を

24％に、あるいは消費税を 13％にすれ

ば解決と言うが難しい。よくドイツは

15.5％と言われるが、これは 50 年かけ

た結果。中庸として各々５％ずつ上げる

というシナリオが現実的と見る。 

アジア諸国を並べてみると、中韓は国

がまだ若く企業の社会保険料負担が少

ない上、法人税は日本より低い。企業の

肩を持つわけではないが、アジアの中で

の競争を考えれば企業の保険料負担は

上げづらく、ドイツのようになるとは思

えない。 
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日本企業は、所謂「六重苦」で、更に

最近は、中国リスクもある。私も大学院

で 13 人ほど中国人の博士を作ったが、

初に博士号を取った人物から、先日十数

年ぶりにメールが来て、これから中国で

営利病院を始めようと思うが日本の規

制を教えてくれと言う。すぐ返事をした

が、これからは中国との勝負の時代。日

本は、中国とどこまで本気で付き合うの

か。”右手で握手しながら左手でピスト

ル”を持つのか、この辺は非常に考える

べきところと思う。 

 

これはよく引用するのだが、日本経済新

聞が約２年前に掲載した「未来を読む」

という記事。3.11以前の記事だが、2021

年は、大規模地震の中期予測が可能にな

るとか、先程もあったロボットの話、花

粉症やアトピーの根治薬など、明るい予

測もある一方で、将来の日本は、人口が

３分の１との予測も。 

 

 

 

 

そうした将来に向かっての本委員会

の問題意識だが、東日本大震災、さらに

は中韓との政治的摩擦を受けて、現政権

が掲げた新成長戦略をいかに実現する

か。牽引産業とされた医療、介護、健康

産業だが、評論家的に議論だけしていて

も実現しない。現政権自体が危ういとい

う問題もあるが、政権交代があっても医

療再生、医療産業の問題は続く筈。黄色

の部分は事務局からの提案だったが、前

回の研究会では喫緊のテーマとして

3.11 からの復興をメインとし、統合医

療には触れなかった。今回は、あらため

て統合医療の推進という視点も検討し
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てみたいと考えて、渥美先生にアドバイ

ザーをお願いした。 

新成長戦略は現在「日本再生戦略」に

変わり 11の戦略分野に 450項目が挙げ

られている。医療関連では、現在の市場

が医療 35兆円プラス介護 8兆円の規模

で雇用は 640万人、これに 50兆円の市

場と 284 万人の雇用を開拓するという

もの。 

 

 

 

 

しかし実は、好むと好まざるとに関わ

らず、医療・福祉関係の雇用は膨らみ続

けている状況。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この資料など既に 10 年ほど使ってい

るが、特に意識しなくても、あるいは高

齢化のためかもしれないが医療・介護が

雇用を産み出している状況。 
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ただし、特に介護関係は給料が安く、

雇用を産むと言っても限界がある。介護

報酬を少し上げれば解決すると言う話

もあるが、現在の鎖国状態を解消しよう

とフィリピンやインドネシアからナー

スを輸入しようとしても嫌がらせもあ

るのか進まない。 

 

 

 

 

 

 

行く方にしても、アメリカやイギリス

の方が英語は通じるし受け入れも積極

的で、日本の介護要員不足は解決が難し

い。 
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となると髙橋委員も言及した介護ロ

ボットとなるが、値段も下がり実用化が

進んでいる反面、障害も考えられる。今、

考えると気前のいい話だが、1980 年代

には Buy American 政策もあり、ソニー

がペースメーカーから撤退した例も。Ｐ

ＭＤＡ批判に流れる風潮は問題だが、近

藤委員が理事長になり審査もスピーデ

ィになったとは思いつつ、ネット社会の

現在、関西にＰＭＤＡをおくのも一考

か。他にも薬事法や価格付けなど考える

べきことは多い。 

 

２人に１人が癌になり、３人に１人が

癌で死ぬ時代で、手術以外の放射線治療

や化学療法も進歩。ただ新しい治療法

は、今日の日本経済新聞の記事にも分子

標的薬が非常に高価とあるように、費用

対効果が問題で、先日も Lung Cancer

誌に一本論文を載せた。手術用ロボット

は、日本でも研究していたが、いつの間

にかアメリカに抜かれた。ドラッグラグ

とかデバイスラグという言葉の下で、強

力なロビイストを抱える外資系にやら

れたという気もする。中村祐輔先生が力

を入れている癌ワクチン、免疫療法も保

険でやるのか、所謂混合診療でやるべき

か課題は多い。放射線治療については、

辻井委員からお話し頂きたいが、東芝や

日立が開発しており、小松委員の話では

ないがパッケージ輸出の良い弾だと思

う。しかしこれもまた一つ間違うと外資

系にやられてしまう恐れもある。 

 

江藤委員も言及されていた医療の国

際化ということでは、経産省商務情報政

策局の前のへルスケア産業課長である

藤本氏が頑張っていた。 
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私も規制緩和の委員会に加わり、株式

会社の病院経営はいくら言っても進ま

ないので、もう少し進めやすいものとし

てワクチンの対策基本法を作ったらど

うかと提言したが、これもなかなか進ん

でいない。 

十数年前になるが、宮内議長のもと行

政刷新会議の規制緩和委員会に加わっ

たが、その当時から議論がまったく変わ

っていない。 
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江藤先生からツーリズムの話も出た

が、政策投資銀行いわく、2020 年には

5,500 億円ほどの経済効果があると言

う。しかし医療に関しては 1,681 億円

で、国民医療費が 47兆円とすれば 0.36

ポイントに過ぎない。手を打って行くこ

とは良いが金額的効果は少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

ＯＥＣＤが出しているちょっと面白

いデータだが、医療サービスはアメリカ

が最大の輸出超過国。韓国は美容整形の

需要があるとか言われているが、やはり

来る需要より出て行く方が多い。国民皆

保険ができたとは言え先述の通りカバ

レッジが非常に低いので、良い医療を受

けたい人は海外に行ってしまうという

面もあるのではないかと思う。 

 

 

 

 

「日本の医療改革」とあったところを

「日本の医療産業改革」に変えた。本日、

声を大にして言いたいのは、医療が産業

であるという事は所与として、どこでモ

ノを作り、どこで売っていくのかをよく

考えなければいけない状況であるとい

うこと。 
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伊藤アドバイザーが座長をつとめら

れた経産省の医療産業研究会でもいろ

いろな話が出ながらなかなか進まない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小松委員の話によれば、東芝が本社を

どこに構えようかという段階まで来て

おり、医薬品も医療機器も輸入超過だ

が、輸出入の数字だけでは実態が把握で

きていないのではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

先日、講演の機会があって歯科用の機

器・材料の輸出額を見たが、あまりの少

なさに驚いた。本当に悲しい限りであ

る。 

こういった輸出が少ない、輸入超過だ

という話になるとマスコミはＰＭＤＡ

が悪いとか、誰が悪いとか不毛な話にな

ってしまう。 
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私が一番頭に来たのは、私が座長をつ

とめたヘルスケア産業プラットフォー

ムで会合は一回だけ、「具体的な進展が

見えず（経産省のＨＰ更新なし）」とあ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

経産省では、医療の国際化事業を進め

ており、先日、新たに 18 件採択との発

表があったが、既に平成 11 年度には５

カ国で８事業が進んでいる。 

 

北原国際病院は有名。北原氏は東大脳

外科出身で、12 年前に近藤委員とご一

緒した経産省の委員会でも民間病院の

話をしていた。 

カンボジアに医療輸出したり、『「病

院」がトヨタを超える日」』など上手い

タイトルの著書もある。パッケージはや

はり「皆で頑張ろう」とならないといけ

ないが、しかし一方で、こういう人がい

ないと日本に穴が開かないという気も

する。 

 

今年度は、11カ国 23事業に拡大され、

採択された事業には、松村委員のテルモ

の案件も。前回の委員会のメンバーであ

るメディヴァは、今をときめくミャンマ

ーで日本式の乳癌診療をやるというし、

歯科の案件もあり、それぞれの事業者か

ら現在どのように海外展開を進めてい

るのかをヒアリングしたい。もう日本に

は金がなく、これを契機として本当に花
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を咲かすべく、本気でやらなければいけ

ない状況。 

 

医療イノベーション５カ年計画を作

ったはよいが、作文と言う気もしてお

り、何とか実現可能性の高い「蟻の一穴」

のような突破口が欲しいので、この委員

会では、”何かうまいパッケージを作る

場にできないか”、と貪欲に考え人選に

は苦労したが、今回の委員には、評論家

は一切入れず「何かやる人」に入ってい

ただいた。 

 

 

前回の研究会でやり残した統合医療

と言うのか伝統医療と言うのか、私も北

里大学病院で腰痛治療に通い、自由診療

で結構お金もかかった経験があるが、ネ

ットで検索しても渡辺委員の名前ぐら

いしかヒットしない。 

配布された渡辺委員の著書『日本人が

知らない漢方の力』の帯にもあるよう

に、漢方は中国ではなく日本独自の伝統

医学であって、世界が注目しているのに

日本は見捨てようとしているという。厚

労省の委員会も、初めからノーの方向で

運用されているようにも思える。 

Evidence-based Medicineの研究所は

コロンビア大学にもできているし、ＷＨ

Ｏも推奨している。日本でもツムラだけ

がいい思いをするのではない何かやり

方があるのではないか。 
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日本経済調査協議会の『50 年史』に

「日本経済調査協議会にもイノベーシ

ョンが必要」と辛口のコメントを書い

た。先程「どんなに立派な報告書を書い

ても実現しなければ無駄」との大星委員

長の言を紹介したが、私も 50 歳を超え

て最後の一戦と思っている。１年ほどか

ける委員会だが、ここに穴を開ければ上

手く進むという「蟻の一穴」を考えたい。

中国との付き合い方も一つのポイント

で、もう付き合わないで行くのか、「右

手で握手、左手でピストル」で行くのか

を考える必要がある。 

 

私自身は、日本経済新聞に書くぐらい

しかできないが、前回の研究会委員の日

本医療企画が動き、元厚生事務次官の吉

原さんを代表理事に迎えた日本医療経

営実践協会という団体ができ、「医療経

営士」という資格を立ち上げた例も。シ

ンポジウムやワークショップもよいが、

この場での議論を具体的な形にして、金

を産み出すところまで行ければベスト。

こんな話が聞きたい、こんなゲストを呼

んで欲しいなど、要望があればお願いし

たい。 

（了） 

 

（文責：日本経済調査協議会医療産業モデル研究委員会事務局） 


